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新旧対照表 

北部日本海連合海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱

新 旧

北部日本海連合海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱 北部日本海連合海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱 

  

昭和 61 年 10 月１日施行 昭和 61 年 10 月１日施行 

令和元年 12 月 11 日一部改正 令和元年 12 月 11 日一部改正 

平成７年１月 23 日一部改正 平成７年１月 23 日一部改正 

平成 11 年４月１日一部改正 平成 11 年４月１日一部改正 

平成 13 年３月 19 日一部改正 平成 13 年３月 19 日一部改正 

平成 16 年 10 月 19 日一部改正 平成 16 年 10 月 19 日一部改正 

平成 22 年７月１日一部改正 平成 22 年７月１日一部改正 

平成 24 年７月９日一部改正 平成 24 年７月９日一部改正 

平成 28 年 10 月 28 日一部改正 平成 28 年 10 月 28 日一部改正 

令和３年６月 11 日一部改正 令和３年６月 11 日一部改正 

令和５年８月 28 日一部改正 令和５年８月 28 日一部改正 

令和６年４月１日一部改正 令和６年４月１日一部改正 

令和８年２月 24 日一部改正  

  

第１　趣旨 第１　趣旨 

  　（略） 　（略）

  

第２　行政情報センターの設置等 第２　行政情報センターの設置等 

   （略）    （略）

  

第３　公文書開示事務 第３　公文書開示事務 

１　案内及び相談 １　案内及び相談 

   （略）    （略）

  

２　請求書の受付 ２　請求書の受付 

(1)～(6  )　（略） (1)～(6  )　（略）

   （削る） (7)　「開示請求があった日」とは、請求書が行政情報センタ

 ー等に「到達した日」を指し、具体的には、①来庁による

 開示請求の場合は、請求者が来庁して開示請求書を提出し

 た日、②郵送による開示請求の場合は、開示請求書が事務

 所に配達された日、③ファクシミリによる開示請求の場合

 は、事務所のファクシミリ受信機において請求書を受信し

 た日をいう。

059579
テキストボックス
資料５
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                          新                       旧

  

３～ 16　（略） ３～ 16　（略） 

  

第４　公文書検索資料の作成等 第４　公文書検索資料の作成等 

   （略）    （略）

  

第５　審査請求があった場合の取扱い 第５　審査請求があった場合の取扱い 

   （略）   （略）
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北部日本海連合海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱 

 

昭和61年10月１日施行　　 
平成元年12月11日一部改正 

平成７年１月23日一部改正 

平成11年４月１日一部改正 

平成13年３月19日一部改正 

平成16年10月19日一部改正 

平成22年７月１日一部改正 

平成24年７月９日一部改正 

平成28年10月28日一部改正 

令和３年６月11日一部改正 

令和５年８月28日一部改正 

令和６年４月１日一部改正 

令和８年２月24日一部改正 

 

第１　趣旨 

北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号。以下「条例」という。）

及び北海道情報公開条例の施行に関する北部日本海連合海区漁業調整委員

会規程（平成10年３月31日公告。以下「規程」という。）の規定に基づく公

文書の開示に係る事務（以下「公文書開示事務」という。）の処理について

は、別に定めるものを除き、この要綱の定めるところによる。 

 

第２　行政情報センターの設置等 

１　行政情報センター等の設置 

公文書開示事務を行う窓口は、行政情報センター及び行政情報コーナ

ー（以下「行政情報センター等」という。）とし、次のところに設置する。 

(1)行政情報センター　総務部行政局文書課行政情報センター 

(2)行政情報コーナー　北海道行政組織規則（昭和41年北海道規則第21号）

第35条に規定する後志総合振興局 

２　行政情報センター等で行う事務 

行政情報センター等においては、次の事務を行うものとする。 

(1)行政情報センター 

ア　公文書の開示に係る案内及び相談に関すること。 

イ　公文書開示事務に係る連絡及び調整に関すること。 

ウ　公文書開示請求書（以下「請求書」という。）の受付に関すること。 

エ　公文書の閲覧、視聴又はその写しの交付の実施に関すること。 

オ　公文書の写しの交付に要する費用の徴収に関すること。 

(2)行政情報コーナー 
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ア　公文書の開示に係る案内及び相談に関すること。 

イ　公文書開示事務に係る連絡及び調整に関すること。 

ウ　請求書の受付に関すること。 

エ　公文書の閲覧、視聴又はその写しの交付の実施に関すること。 

オ　公文書の写しの交付に要する費用の徴収に関すること。 

３　事務局で行う事務 

公文書を主管する北部日本海連合海区漁業調整委員会事務局（以下「事

務局」という。）は、次の事務を行うものとする。 

(1)  開示請求のあった公文書の検索及び特定に関すること。 

(2)  開示請求のあった公文書に係る開示決定等に関すること。 

(3)  条例第14条第１項ただし書及び第２項に規定する開示等決定期間の

延長に関すること。 

(4)  条例第17条の２に規定する事案の移送に関すること。 

(5)  条例第18条に規定する道及び開示請求者以外のもの（以下「第三者」

という。）に対する意見書提出の機会の付与等に関すること。 

(6)  公文書に係る検索資料の作成に関すること。 

(7)  公文書の開示に係る行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「行

服法」という。）の規定に基づく審査請求の事務処理に関すること。 

 

第３　公文書開示事務 

１　案内及び相談 

(1)　請求内容の確認等 

開示請求があった場合は、請求の趣旨、内容等を十分に聴取し、開

示請求として対応すべきものであるかどうかを確認するものとする。

また、他の実施機関等が保有する公文書に係るものである場合は、当

該他の実施機関等へ案内するなど適切に対応するものとする。 

なお、公文書の開示によるまでもなく、資料の提供により開示請求

の趣旨に応えられるときは、当該資料の情報提供により対応するもの

とする。 

(2)　他の制度による公文書の閲覧等との調整 

条例第22条又は第23条に規定する公文書に該当するものについて

は、公文書の開示を行わないので、開示請求に係る公文書がこれらの

公文書に該当するものであるかどうかを確認するものとする。 

なお、開示請求に係る公文書が条例第22条又は第23条に規定する公

文書に該当するものである場合は、その旨を説明するなど適切に対応

するものとする。 

(3)　条例の適用除外となる公文書 

条例第28条に規定する公文書に該当するものについては、条例を適

用しないので開示請求に係る公文書がこれらの公文書に該当するもの
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であるかどうかを確認するものとする。 

なお、開示請求に係る公文書が条例第28条に規定する公文書に該当

するものである場合は、その旨を説明するなど適切に対応するものと

する。 

２　請求書の受付 

(1)　請求者の確認 

請求書の提出があったときは、請求者が開示請求権の主体となり得

る個人又は法人その他の団体であるかどうかを確認するものとする。 

(2)　受付時における公文書の特定 

ア　開示請求に係る公文書については、文書分類表等により検索し、

当該公文書の存在の有無を確認するとともに、可能な限りその名称

又は内容等を特定するものとする。 

イ　開示請求に係る公文書を特定するときは、原則として事務局の職

員が立ち会うものとする。 

ウ　公文書の特定が必ずしも十分とはいえない場合であっても、事務

局の特定が可能な場合は、行政情報センター等は速やかに請求書を

受け付けるものとする。 

(3)　請求書の受付に当たっての留意事項 

ア　請求者の氏名については、記名のみとし、押印は必要ないこと。 

イ　原則として、関連する内容について１枚の請求書により受け付け

るものとする。ただし、「請求に係る公文書の名称又は内容」欄に記

入できない場合は、別葉を用いることができるものとする。 

ウ　請求者が障がい等により請求書に必要事項を記載することが困難

であると認められる場合は、請求書の提出を要しないものとする。

この場合においては、行政情報センター等の職員が請求書に記載す

べき事項を聴き取って記入し、これを請求者に読み聞かせて誤りの

ないよう確認の上、受け付けるものとする。 

(4)　請求書の各欄の確認事項 

ア　「連絡先」欄 

請求者が法人その他の団体の場合にあっては担当者の氏名及び電

話番号、個人の場合にあっては本人と連絡が取れる電話番号が記入

してあること。 

イ　「請求に係る公文書の名称又は内容」欄 

公文書の名称が記載されていることが望ましいが、名称が特定で

きない場合であっても、開示請求の対象となる公文書を特定し、検

索することができる程度に具体的に記入してあること。 

ウ　「請求に係る公文書の開示が公益上必要がある理由」欄 

請求者が条例第11条に該当する公文書として開示請求をする場合

には、その理由を具体的に記入してあること。 
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エ　「開示の区分」欄 

該当する番号のいずれか又は双方を○で囲んであること。 

(5)　請求書の補筆等 

行政情報センター等において請求書の記入欄に記入漏れ若しくは不

明な箇所があり、又は明らかな誤字・脱字など記載内容に軽微な不備

がある場合には、請求者に対して、当該箇所を補筆し、又は訂正する

よう求めるものとする。 

(6)　郵便等により送付された請求書の取扱い等 

ア　次による請求については、(4)の確認を行い受け付けるものとす

る。なお、請求書の記入欄に記入漏れ又は不明な箇所（包括的な請

求により対象公文書が大量となる場合を含む。）又は明らかな誤字・

脱字など記載内容に軽微な不備がある場合には、原則として、事務

局の職員が請求者と連絡を取り、了解が得られたときに限り、事務

局の職員が確認した内容等を行政情報センター等に連絡し、行政情

報センター等の職員が請求書の備考欄に追記できるものとする。 

(ｱ)　郵便、民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法

律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者、同条第９

項に規定する特定信書便事業者若しくは同法第３条第４号に規定

する外国信書便事業者による同法第２条第２項に規定する信書便

（以下「信書便」という。）により送付された請求書によるもの 

(ｲ)　ファクシミリにより送付された請求書によるもの 

イ　アにおいて、窓口の開庁時間外に請求書が到達した場合は、直近

の開庁日において速やかに受付事務を行うものとするが、請求書が

到達した日が受付日となるので留意すること。 

３　請求書を受け付けた場合の事務 

(1)  受付時の取扱い 

請求書を受け付けたときは、当該請求書の「受付年月日」欄に受け

付けた年月日を、「事務局」欄に「北部日本海連合海区漁業調整委員会

事務局」と記入し、併せて当該事務局の電話番号を記入し、「備考」欄

に適宜必要な事項（請求者が郵送又は信書便による送付（以下「郵送

等」という。）による公文書の写しの交付を希望する場合などにはその

旨）を記入するものとする。 

(2)　受付後の請求書の送付等 

請求書を受け付けたときは、原則として、その写しを保管するとと

もに、次により迅速に処理するものとする。 

なお、事務効率化等の必要に応じ、紙媒体により受け付けた請求書

を電子媒体に変換した上で、当該媒体変換後の請求書により処理する

ことができるものとし、その場合における紙媒体の請求書は、行政情

報センター等において保管するものとする。 
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ア　行政情報センターで請求書を受け付けた場合 

請求書を事務局へ送付すること。 

イ　行政情報コーナーで請求書を受け付けた場合 

請求書を事務局へ、写しを行政情報センターへ送付すること。 

(3)　請求内容の共有 

請求された公文書の内容が道政上の重要課題など社会的影響が大き

いと考えられる事案に関わる開示請求については、事務局を通じて関

係課に情報共有するほか、必要に応じて道の幹部職員にも経過を報告

するなど、適切な対応に努めること。 

４　受付後の請求書の補正 

(1)　補正 

ア  受付後において請求書に形式上の不備があると認めるときは、北

海道行政手続条例（平成７年北海道条例第19号。以下「手続条例」

という。）第７条の規定に基づき、相当の期間を定めて補正を求める

ものとする。この場合においては、請求者に対し、補正の参考とな

る情報を提供するよう努めること。 

なお、補正に要した日数（補正を求めてから請求者が補正をした

請求書が提出されるまでの日数）は、条例第14条、第16条及び第17

条に規定する開示決定等をする期間（以下「開示決定等期間」とい

う。）に算入しないので留意すること。 

イ　請求者が補正に応じない場合は、手続条例第７条の規定により当

該開示請求に対する開示等の決定を拒否しなければならないため、

条例第15条第１項の規定による不開示の決定を行うものとする。 

(2)　軽微な補正 

事務局は、明らかな誤字・脱字など不備が軽微な場合、請求者に請

求書の記載の修正を求めることが困難な場合等は、請求者の了解を得

た上で、職員が請求者に代わって記載を修正することができるものと

する。この場合においては、修正した請求書の写しを請求者に送付し

確認を求めるなどトラブルが生じないように配慮すること。 

また、手続条例第７条の規定に基づく補正を求める前に、請求者か

ら記載事項の追加又は訂正をしたい旨の申出があったときは､原則とし

て追加又は訂正する事項を記載した書面の提出を求めるものとする。 

なお、この場合においては、(1)の補正とは異なり、開示決定等期間

は、開示請求があった日から計算されるので留意すること。 

(3)　補正後の請求書等の送付 

(1)又は(2)の定めにより請求書の内容に変更があった場合において

は、事務局は、次に掲げるところへ、その写しを送付するものとする。 

ア　行政情報センター 

イ　行政情報コーナー（行政情報コーナーで請求書を受け付けたとき



- 6 -

に限る。） 

５　開示請求の取下げ 

(1)　開示決定等が行われるまでの間に請求者から開示請求を取り下げる

旨の申出があったときは、別記第１号様式の公文書開示請求取下書を

標準とした書面（以下「取下書」という。）の提出を求めるものとする。 

ただし、当該取下書の決定期間内の提出が困難である等やむを得な

い事情があると認められる場合は、請求者からの開示請求を取り下げ

る旨の連絡に係る報告書その他請求者の取下げの意思が確認出来る書

面の作成等により代えることができるものとする。この場合において

は、取下げを受け付けた旨の文書を請求者に送付し確認を求めるなど

トラブルが生じないように配慮すること。 

(2)  取下書の提出があったときは、３の(2)の規定に準じて迅速に処理す

るものとする。 

なお、事務局が取下書の提出を受けたときは、その写しを４の(3)に

掲げるところへへ送付すること。 

６　開示決定等 

請求書を受け付けたときは、その内容を確認し、開示請求の対象とな

った公文書について次により速やかに開示決定等を行うものとする。 

(1)　開示等の決定 

開示請求に係る公文書を特定したときは、当該公文書についての開

示、一部開示又は不開示の決定を行うものとする。 

(2)　公文書の存否を明らかにしない決定 

開示請求に係る公文書が存在しているかどうかを答えるだけで、条

例第12条に規定する場合に該当するときは、当該公文書の存否を明ら

かにしない決定を行うものとする。 

また、当該決定を行ったときは、規程第５条の２の規定に基づき、

別記第２号様式の公文書の存否を明らかにしない決定処分報告書によ

り北海道情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に

報告するものとする。 

(3)　不存在通知 

開示請求に係る公文書が存在しないとき（(2)の決定を行う場合を除

く。）は、不存在である旨の通知をするものとする。 

７　事案の移送 

(1)　事案の移送をする場合 

開示請求に係る公文書について、他の実施機関等で開示決定等をす

ることにつき正当な理由があるときは、次の事項に留意の上、事案の

移送に係る事務処理を行うものとする。 

ア　移送先との協議等 

事務局は、移送をしようとするときは、移送をしようとする他の
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実施機関等の事務局に相当する組織と別記第３号様式により協議を

行い、当該協議が整った後、事案の移送をする旨を決定し、別記第

４号様式の事案の移送に係る通知書により当該移送をする先の他の

実施機関等の事務局に相当する組織（以下「移送先事務担当課等」

という。）に事案を移送する旨を通知するとともに、当該事案に係る

請求書を送付するものとする。 

なお、移送をする際には開示請求者の利益を損なわないよう努め

なければならないため、必要があるときは、開示請求者に対し書面

又は口頭により意見を聴くなどの方法により開示請求者の意向を確

認することとなるが、開示請求者が移送に反対の意思を表示したと

しても、移送をすることにより開示請求者の利益が損なわれること

にはならないと判断される場合には移送することができるので、留

意すること。 

イ　請求者への通知等 

事案を移送した事務局は、事案移送通知書（規程別記第８号様式）

を速やかに請求者に送付するとともに、次に掲げるところへ、当該

通知書の写し（会長印の印影のあるもの）を送付すること。 

(ｱ)　行政情報センター 

(ｲ)　行政情報コーナー（行政情報コーナーで請求書を受け付けたと

きに限る。） 

ウ　移送先事務担当課等が行う開示の実施に対する協力 

事案を移送した場合は、移送先事務担当課等との連携を密にする

とともに、開示請求に係る公文書の貸与その他開示の実施に必要な

協力を行うものとする。 

エ　事案の移送に当たっての留意事項 

事案の移送をした実施機関が移送前にした行為は、移送を受けた

実施機関等がしたものとみなされるので、留意すること。 

オ　移送先事務担当課等から送付を受けた通知書の写しの送付 

移送先事務担当課等から開示決定等に係る通知書の写しの送付が

あったときは、イに掲げるところへ当該通知書の写しの写しを送付

するものとする。 

(2)　事案の移送を受けた場合 

他の実施機関等から事案の移送を受けた場合は、請求書の写し及び

事案移送通知書の写しを行政情報センター等へ送付するものとする。 

なお、事案の移送をした実施機関等が移送前にした行為は、移送を

受けた実施機関がしたものとみなされるので、特に開示決定等期間に

ついては、移送をした実施機関等に開示請求があった日から計算され

るので、留意すること。 

以上に掲げるもののほか、移送を受けた場合の開示等に係る事務処
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理については、開示請求を受けた場合に準じて取り扱うものとする。

この場合、通知書の写しについては、移送元事務担当課等へも送付す

るものとする。 

８  第三者に対する意見書提出の機会の付与等 

条例第18条に規定する第三者に関する情報が記録されている場合の当

該第三者に対する意見書提出の機会の付与等は、次により行うものとす

る。 

(1)　任意的意見照会の場合（条例第18条第１項） 

ア　意見照会の実施 

第三者に関する情報が記録されている場合の当該第三者に対する

開示決定等に係る意見を求める照会については、開示等の決定及び

公文書の存否を明らかにしない決定に係る判断を慎重かつ公正に行

うために実施するものであるので、容易に判断できる場合には実施

しないこと。 

イ　意見照会の方法 

意見の照会は、第三者に対して、規程第９条第１項に定める事項

を口頭又は文書により通知し、当該第三者が開示に反対の場合には

必ず書面により意見を述べるよう求めるものとする。この場合、当

該意見を記載した書面の提出期限は、原則として１週間とすること。 

なお、意見照会の際には、請求者の情報が漏れることのないよう、

意見照会の事務処理は慎重に行うこと。 

ウ　意見を照会する事項 

意見照会は次の事項について行うこと。 

(ｱ)　開示することに対する反対の意思の有無 

(ｲ)　開示に反対する部分及びその理由 

エ　第三者への通知 

第三者が公文書の開示に反対の意思を表示した意見書（以下「反

対意見書」という。）を提出した場合において、当該第三者に関する

報が記録されている公文書の開示をすることと決定したときは、公

文書の開示決定に係る通知書（規程別記第10号様式）により、開示

決定した理由及び開示する日を直ちに当該第三者に通知するものと

する。 

なお、開示決定に当たっては、開示決定の日と開示を実施する日

との間に少なくとも２週間の期間を置くようにしなければならない

ので留意すること。 

(2)　必要的意見照会の場合（条例第18条第２項） 

ア  意見照会の実施 

第三者に関する情報が記録されている公文書を条例第11条の規定

により開示しようとする場合においては、当該第三者の所在が判明
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しない場合を除き、必ず開示決定に係る意見書の提出を求めなけれ

ばならないものとする。 

イ　意見照会の方法 

意見照会は、第三者に対して、公文書の開示に係る意見照会書（規

程別記第９号様式）により通知し、別紙（様式）により意見を述べ

るよう求めること。この場合、当該意見照会書の「北海道情報公開

条例第11条により開示をする理由」欄には第三者に関する情報を開

示することが人の生命、身体、健康又は生活の保護のため公益上必

要があると認める理由を具体的に記載するものとし、配達証明扱い

の郵便又は信書便の役務のうち配達証明扱いの郵便に準ずるものに

より送付するものとする。 

なお、回答については、ファクシミリでも差し支えないものとし、

照会文書に明記した期限までに当該第三者から回答がない場合は、

特に意見がないものとして取り扱うものとする。 

また、意見照会の際には、請求者の情報が漏れることのないよう、

意見照会の事務処理は慎重に行うこと。 

ウ　第三者への通知 

第三者が反対意見書を提出した場合において、当該第三者に関す

る情報が記載されている公文書の開示をすることと決定したとき

は、公文書の開示決定に係る通知書（規程別記第10号様式）により、

開示決定した理由及び開示を実施する日を直ちに当該第三者に通知

するものとする。 

なお、開示決定に当たっては、開示決定の日と開示を実施する日

との間に少なくとも２週間の期間を置くようにしなければならない

ので留意すること。 

９  開示等決定期間の延長 

条例第14条第１項ただし書又は同条第２項の規定による開示等決定期

間の延長は、次により行うものとする。 

(1)　開示等決定期間の延長の対象となる場合 

ア　条例第14条第１項ただし書に規定するやむを得ない場合とは、次

のような場合とする。 

(ｱ)　開示請求に係る公文書に第三者に関する情報が記録されている

ため、当該第三者に対し意見書を提出する機会を与える必要があ

り、14日以内に開示等の決定をすることが困難である場合 

(ｲ)　天災等の発生、一時的な業務量の増大、年末年始等連続する休

日により開庁日が少ない場合その他合理的な理由により、14日以

内に開示等の決定をすることが困難である場合 

イ　同条第２項に規定する公文書が大量である場合とは、通常の業務

を遂行しながら１日３時間程度作業を行ってもなお、14日以内に開
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示等の決定をすることが困難である場合とする。 

ウ　同条第２項ただし書に規定する公文書が著しく大量である場合と

は、上記イの作業を行ったとしても、２月以内に開示等の決定をす

ることが困難である場合とする。 

(2)　開示等決定期間の延長の通知 

ア　開示等決定期間を延長する場合は、公文書開示決定期間延長通知

書（規程別記第２号様式）により、速やかに請求者に通知するもの

とする。 

なお、開示等決定期間の延長はできるだけ短い期間にとどめるも

のとすること。 

イ　請求者に開示等決定期間を延長する旨を通知したときは、次に掲

げるところへ公文書開示決定期間延長通知書の写し（会長印の印影

のあるもの）を送付するものとする。 

(ｱ)　行政情報センター 

(ｲ)　行政情報コーナー（行政情報コーナーで請求書を受け付けたと

きに限る。） 

(3)　開示請求に係る公文書が著しく大量である場合の開示等決定期間の

再延長 

条例第14条第２項ただし書の規定により開示請求の翌日から起算し

て２月を超えて開示等決定期間の延長を行う場合であって、開示等決

定期間内に審査会の意見を聴くことができないときは、いったん開示

請求の翌日から起算して２月目を決定時期とする開示等決定期間の延

長（以下「仮延長」という。）を行い、仮延長した期間内に審査会の意

見を聴いた上で、当該仮延長した期間の延長（以下「再延長」という。）

を行うものとする。 

(4)　公文書開示決定期間延長通知書の記入要領 

ア　「公文書の名称」欄 

開示請求のあった公文書の名称、文書番号等を正確に記入するこ

と。 

イ　「北海道情報公開条例第14条第１項本文に規定する決定期間」欄 

開示請求があった年月日及び開示請求があった日から14日目の年月

日を記入すること。 

なお、手続条例第７条に基づく補正を求めた場合、補正に要した

期間を参入しない年月日を記入し、備考欄にその旨を記入するこ

と。 

ウ　「延長区分、延長の理由及び延長後の決定時期」欄 

延長区分のいずれかを○印で囲んだ上、決定期間の延長を必要と

する具体的理由及び開示等の決定を行うことができる予定年月日を

記入すること。 
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なお、再延長を行う場合における仮延長の通知を行う場合にあっ

ては、延長区分の(2)を○印で囲み、決定時期には開示請求があった

日から２月目の年月日を記入した上、「備考」欄に、審査会に意見を

聴き、決定時期の再延長をおこなうことがある旨を記入することと

し、再延長を行った場合は、延長区分の(3)を○印で囲み、決定時期

には開示請求があった日から再延長後の年月日を記入した上、「備

考」欄に、審査会の意見があった年月日を記入すること。 

10　道の他の機関との調整 

開示請求に係る公文書が道の他の機関が作成したものである場合は、

条例第10条第１項各号に規定する不開示情報が記録されているものであ

ること又は記録されていないものであることが明らかであるときを除

き、当該機関と連絡を取り、調整を行うこと。 

11　開示決定等の通知書の送付 

(1)　請求者等への送付 

開示決定等を行ったときは、開示決定等の通知書を、速やかに請求

者に送付するとともに、その写しを次に掲げるところへ送付するもの

とする。 

なお、請求者が公文書の写しの交付を希望しているときは、開示決

定等の通知書の送付に併せて、後記16により公文書の写しの交付に要

する費用（郵送による場合は公文書の写しの送付に要する費用を含

む。）などを記載した事務連絡（以下「公文書の写しの交付に係る事務

連絡」という。）及び公文書の写しの交付申請書を送付するものとす

る。 

ア　行政情報センター 

イ　行政情報コーナー（請求書を行政情報コーナーで受け付けたとき

に限る。） 

(2)　開示を行う場所への送付 

請求者に開示決定等の通知書及び公文書の写しの交付に係る事務連

絡を送付したときは、当該開示決定の通知書により公文書の開示を行

う場所として指定した行政情報センター等へ、その写し（会長印の印

影のあるもの）を送付するものとする。 

12　開示決定等の通知書の作成要領 

開示決定等の通知書は次の事項に留意の上作成するものとする。 

(1)　公文書開示決定通知書の記入要領 

ア　「公文書の名称」欄 

当該公文書の名称、文書番号等を正確に記入すること。この場合

１枚の請求書により開示請求のあった公文書が複数となるときは、

１枚の通知書に複数の公文書の名称を記入することができること。 

イ　「開示の日時及び場所」欄 
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13の定めにより指定した日時及び場所を記入すること。 

(2)　公文書不開示決定通知書の記入要領 

ア　「公文書の名称」欄 

(1)のアと同じ。 

イ　「開示しない理由」欄 

条例第10条第１項の該当号及びその具体的な理由を記入するこ

と。複数の号に該当する場合には、該当する号ごとにその理由を記

入すること。記入に当たっては、不開示理由に係る条例の条項や条

文を示すだけではなく、それぞれの不開示部分が当該条文に該当す

る理由や生じる支障等を具体的に記入すること。 

なお、理由を記入する際、理由欄が不足する場合には別葉により

具体的に理由を記入すること。 

ウ　「開示することができる期日」欄 

公文書の開示をしないことと決定した場合において、当該公文書

の全部又は一部について、一定の期間の経過により条例第10条第１

項各号に規定する事由が消滅することが確実であって、その期日が

明らかであるときは、その期日を記入すること。 

エ　「教示」の記載 

処分の取消しの訴えを提起することができる裁判所の括弧内の記

載については、事務局が所在する市町村を管轄する地方裁判所を記

載し、不要な部分を削除すること。 

(3)　公文書一部開示決定通知書の記入要領 

ア　「公文書の名称」欄及び「開示の日時及び場所」欄 

(1)のア及びイと同じ。 

イ　「開示しない部分の概要及びその理由」欄 

条例第10条第１項の該当条項号及びその具体的な理由並びに開示

しない部分に記録されている情報の概要を記入すること。複数の号

に該当する場合には、該当する号ごとにその理由を記入すること。

記入に当たっては、不開示理由に係る条例の条項や条文を示すだけ

ではなく、それぞれの不開示部分が当該条文に該当する理由や生じ

る支障等を具体的に記入すること。 

なお、理由を記入する際、理由欄が不足する場合には別葉により

具体的に理由を記入すること。 

ウ　「開示しない部分を開示することができる期日」欄 

公文書の一部の開示をすることと決定した場合において、開示し

ないとした部分の全部又は一部について、一定の期間の経過により

条例第10条第１項各号に規定する事由が消滅することが確実であっ

て、その期日が明らかであるときは、その期日を記入すること。 

エ　「教示」の記載 
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処分の取消しの訴えを提起することができる裁判所の括弧内の記

載については、事務局が所在する市町村を管轄する地方裁判所を記

載し、不要な部分を削除すること。 

(4)　公文書の存否を明らかにしない決定通知書の記入要領 

ア　「請求に係る公文書の名称又は内容」欄 

請求書の同欄を転載すること。 

イ　「存否を明らかにしない理由」欄 

存否を明らかにできない理由を記入すること。 

ウ　「教示」の記載 

処分の取消しの訴えを提起することができる裁判所の括弧内の記

載については、事務局が所在する市町村を管轄する地方裁判所を記

載し、不要な部分を削除すること。 

(5)　公文書不存在通知書の記入要領 

ア　「請求に係る公文書の名称又は内容」欄 

原則として、請求書の同欄を転載すること。ただし、文書の保存

期間満了により廃棄済みのため存在しない場合など公文書の名称が

特定できる場合は、当該名称を記入すること。 

イ　「不存在の理由」欄 

請求に係る公文書が不存在であることの具体的な理由を記入する

こと。 

ウ　「教示」の記載 

処分の取消しの訴えを提起することができる裁判所の括弧内の記

載については、事務局が所在する市町村を管轄する地方裁判所を記

載し、不要な部分を削除すること。 

(6)　開示請求の対象となる公文書の一部が不存在である場合の取扱い 

１枚の請求書による開示請求の対象となる公文書の一部が不存在で

ある場合は、公文書不存在通知書と公文書開示決定通知書等（公文書

開示決定期間延長通知書、公文書開示通知書、公文書不開示決定通知

書、公文書一部開示決定通知書及び公文書の存否を明らかにしない決

定通知書をいう。）のそれぞれの備考欄に、当該請求に対して別途通知

している部分があることを記載するものとする。また、複数の通知書

は、原則として同日付けで請求者に送付すること。 

13　公文書の開示の日時及び場所の指定 

公文書の開示決定に当たっては、次により開示の日時及び場所を指定

するものとする。 

(1)　日時の指定 

公文書の開示を行う日時は、開示決定の通知書が請求者に到達する

までの日数を考慮して、到着予定日の数日以後の通常の勤務時間内の

日時を指定するものとする。この場合、請求者と事前に電話等により
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連絡を取るなどし、請求者の都合のよい日時を指定するよう努めるも

のとする。 

(2)　場所の指定 

公文書の開示の場所は、原則として行政情報コーナーとする。 

(3)　公文書の所在地以外の地における公文書の開示の場所の指定 

条例第19条第２項に規定する公文書の所在地以外の地における公文

書の開示を行う場合には、請求者と電話等により事前に連絡を取り、

できるだけ請求者の利便を考慮した場所を公文書の開示の場所として

指定するよう努めるものとする。 

(4)　開示の場所への連絡等 

公文書の開示の日時及び場所の指定に当たっては、開示の場所とし

て指定する行政情報センター等に対して、開示の日時その他必要な事

項をあらかじめ連絡し、調整を行うものとする。 

14　公文書の開示の方法等 

(1)　公文書の閲覧の方法 

ア　文書等の閲覧 

文書、図画及び写真（以下「文書等」という。）の閲覧は、原則と

して、当該文書等の原本を閲覧に供することにより行うものとする。

ただし、文書等の一部を閲覧に供する場合においては、当該文書等

の開示しない部分を削除するなどした原寸大の写しを作成し、この

写しを閲覧に供する方法により行うものとする。 

なお、請求者が、当該文書等の閲覧に際して、筆写、パーソナル

コンピュータによる入力又はカメラ、デジタルカメラ、カメラ付き

携帯電話、携帯複写機若しくはスキャナ（以下「カメラ等」という。）

による撮影、複写若しくは読み取りを申し出た場合には、特に支障

がない場合に限り、これを認めるものとする。その場合においては、

次の点に留意することとする。 

(ｱ)　当該文書等を汚損若しくは破損するおそれがあるとき又は他の

利用者の妨げとなるおそれがあるときは、当該行為を認めないこ

と。 

(ｲ)　パーソナルコンピュータ及びカメラ等の機器を使用するため

に、行政情報センター等の電源を使用することは、原則として認

めないこと。 

イ　マイクロフイルムに記録されている文書等の閲覧 

マイクロフイルムに記録されている文書等の閲覧は、マイクロフ

イルムを印画紙等に複写したものを閲覧に供することにより行うも

のとする。ただし、マイクロフイルムに記録されている文書等の一

部を閲覧に供する場合においては、当該文書等の開示しない部分を

削除するなどした写しを作成し、この写しを閲覧に供する方法によ
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り行うものとする。 

ウ　電磁的記録の閲覧又は視聴 

電磁的記録の閲覧又は視聴は次により行うものとする。 

(ｱ)　録音テープ又は録音ディスク（以下「録音テープ等」という。）

の視聴は、当該録音テープ等を専用機器により再生したものを視

聴に供することにより行うものとする。ただし、録音テープ等の

一部を視聴に供する場合においては、当該録音テープ等の開示し

ない部分を消去するなどした写しを作成し、この写しを視聴に供

する方法により行うものとする。 

(ｲ)　ビデオテープ又はビデオディスク（以下「ビデオテープ等」と

いう。）の視聴は、当該ビデオテープ等を専用機器により再生した

ものを視聴に供することにより行うものとする。ただし、ビデオ

テープ等の一部を視聴に供する場合においては、当該ビデオテー

プ等の開示しない部分を消去するなどした写しを作成し、この写

しを視聴に供する方法により行うものとする。 

(ｳ)　その他の電磁的記録の閲覧又は視聴は、原則として、現に使用

しているプログラムを用いて印字装置により出力したものを閲覧

に供することにより行うものとする。ただし、パーソナルコンピ

ュータ又はワードプロセッサ等の専用機器で閲覧又は視聴を行う

ことができる場合にあっては、その方法によることができるもの

とする。 

なお、開示しない部分が含まれる場合であって、当該開示しな

い部分を「＊」（アスタリスク）など特定の記号に置き換える方法

により容易に分離できるときは、当該置き換え操作を行うなどし

た写しを作成し、その写しを閲覧又は視聴に供する方法により行

うものとする。 

(2)　公文書の写しの交付の方法 

ア　文書等の写しの交付 

文書等（電磁的記録を除く。）の写しの交付は、原則として、当該

文書等の原本を乾式複写機により用紙に複写して作成した写しを交

付することにより行うものとする。ただし、文書等の一部の写しを

交付する場合においては、当該文書等の開示しない部分を削除する

などした写しの写しを作成し、この写しを交付する方法により行う

ものとする。 

なお、請求者から申出があり、事務局の職員による作成が可能な

場合は、当該文書等の原本又は、開示しない部分を削除するなどし

た写しをスキャナにより読み取ってできた電磁的記録（ＰＤＦ形式

に限る。）を光ディスクに複写して交付する方法により行うことがで

きるものとする。 
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イ　マイクロフィルムに記録されている文書等の写しの交付 

マイクロフイルムに記録されている文書等の写しの交付は、マイ

クロフイルムを印画紙等に複写したものから作成した写しを交付す

ることにより行うものとする。ただし、マイクロフイルムに記録さ

れている文書等の一部を交付する場合においては、当該文書等の開

示しない部分を削除するなどした写しの写しを作成し、この写しを

交付する方法により行うものとする。 

ウ　電磁的記録の写しの交付 

電磁的記録の写しの交付は次により行うものとする。 

(ｱ)　録音テープ等の写しの交付は、当該録音テープ等を録音カセッ

トテープに複写して作成した写しを交付することにより行うもの

とする。ただし、録音テープ等の一部の写しを交付する場合にお

いては、当該録音テープ等の開示しない部分を消去するなどした

写しの写しを作成し、この写しを交付する方法により行うものと

する。 

(ｲ)　ビデオテープ等の写しの交付は、当該ビデオテープ等をビデオ

カセットテープに複写して作成した写しを交付することにより行

うものとする。ただし、ビデオテープ等の一部の写しを交付する

場合においては、当該ビデオテープ等の開示しない部分を消去す

るなどした写しの写しを作成し、この写しを交付する方法により

行うものとする。 

(ｳ)　その他の電磁的記録の写しの交付は、原則として、現に使用し

ているプログラムを用いて印字装置により出力したものから作成

した写しを交付することにより行うものとする。ただし、当該電

磁記録を光ディスクに複写して作成した写しを交付することがで

きる場合にあっては、その方法によることができるものとする。 

なお、開示しない部分が含まれる場合であって、当該開示しな

い部分を「＊」（アスタリスク）など特定の記号に置き換える方法

により容易に分離できるときは、当該置き換え操作を行うなどし

た写しの写しを作成し、この写しを交付する方法により行うもの

とする。 

(3)　公文書の写しの作成方法 

ア　乾式複写機による文書等の写しの作成 

(ｱ)　乾式複写機により作成する文書等の写しは、原則として、事務

局の職員が乾式複写機により単色刷りで作成するものとするが、

文書等の原本が多色刷りの場合であって、請求者から申出があり、

かつ事務局の職員による作成が容易な場合は、乾式複写機により

多色刷りで作成することができるものとする。なお、事務局の職

員による作成が困難なものについては、他の方法により行うこと
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ができるものとする。 

(ｲ)　文書等の写しの作成に当たっては、次に掲げる場合を除き、原

則として文書等の片面ごとに原寸大の写しを１枚作成するものと

する。 

ａ　文書等の原本が両面である場合であって、請求者から申出があ

ったときは、当該文書等を破損又は汚損するおそれがないと実施

機関が認めた場合に限り、両面複写を作成することができる。 

ｂ　複写作業に著しい支障を来さないと認められる場合であって、

請求者から申し出があったときは、日本産業規格Ｂ列５番、Ａ列

４番、Ｂ列４番又はＡ列３番のいずれかの規格に拡大又は縮小す

ることにより写しを作成することができる。ただし、この場合に

おいても、製本された原本を見開きで複写する場合を除き、複数

ページの文書を合成して１枚の写しを作成することはできない。 

イ　スキャナによる文書等の写しの作成 

(ｱ)　スキャナにより作成する文書等の写しは、事務局の職員がスキ

ャナにより読み取ってできた電磁的記録（ＰＤＦ形式に限る。）を

光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及びＸ6281に適合する直径120ミ

リメートルの光ディスクの再生装置で再生する事が可能なもの又

は、日本産業規格Ｘ6241に適合する直径120ミリメートルの光ディ

スクの再生装置で再生することが可能なものに限る。以下、同

じ。）に複写して作成するものとする。 

また、コンピュータウィルス感染を防止する観点から、請求者

が持参する媒体は使用しないこととする。 

(ｲ)　文書等の読み取りに当たっては、製本された原本を見開きで読

み取る場合を除き、複数ページの文書を合成して読み取ることは

できないので留意すること。 

ウ　マイクロフイルムに記録されている文書等の写しの作成 

マイクロフイルムに記録されている文書等の写しは、マイクロフ

イルムを印画紙等に複写したものの写しをアと同様の方法により作

成するものとする。 

エ　電磁的記録の写しの作成 

電磁的記録の写しは、事務局の職員が次の方法により作成するも

のとする。 

(ｱ)　録音テープ等の写しは、当該録音テープ等を録音カセットテー

プ（日本産業規格C5568に適合する記録時間120分のものに限る。）

に複写し作成するものとする。 

(ｲ)　ビデオテープ等の写しは、当該ビデオテープ等を録音カセット

テープ（日本産業規格C5581に適合する記録時間120分のものに限

る。）に複写し作成するものとする。 
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(ｳ)　その他の電磁的記録の写しは、原則として、現に使用している

プログラムを用いて印字装置により出力したものの写しをアと同

様の方法により作成するものとする。ただし、電磁的記録媒体等

に複写したものの交付により開示を行う場合は、当該電磁的記録

を光ディスクに複写し作成するものとする。複写する際は、原本

の書式と同一の書式で作成するものとし、ファイル形式の変換な

どは行わないものとする。 

また、コンピュータウィルス感染を防止する観点から、請求者

が持参する媒体は使用しないこととする。 

(4)　開示の方法の確認等 

開示する公文書が電磁的記録に記録されており、(1)のウの(ｳ)のた

だし書又は(2)のウの(ｳ)のただし書の方法による開示や多色刷りによ

る写しの作成が可能である場合など、開示の実施に当たりあらかじめ

請求者に確認することが必要なときは、事務局は開示の日時及び場所

について13の(1)又は(3)により連絡を取る際に、開示の実施方法につ

いても併せて確認するものとする。その際には、開示の場所として指

定する行政情報センター等に対して開示の実施方法について必要な事

項をあらかじめ連絡し、調整を行うものとする。 

15　公文書の開示の実施 

(1)　公文書の開示の日時及び場所 

公文書の開示は、開示決定の通知書によりあらかじめ指定した日時

及び場所で実施するものとする。 

(2)　指定した日時以外の公文書の開示の実施 

請求者が、やむを得ない事情により、指定した日時に公文書の開示

を受けることができない場合は、請求者と連絡の上、指定した日時以

外の日時に公文書の開示を実施することができるものとする。 

(3)　開示公文書の開示場所への送付等 

事務局が請求に係る当該公文書の開示決定をしたときは、別記第５

号様式の公文書開示処理票を作成し、開示する公文書とともに開示の

場所として指定した行政情報センター等に開示の実施を行う日の前日

までに送付するものとする。なお、行政情報センター以外を開示の場

所として指定した場合は、当該公文書開示処理票の写しを行政情報セ

ンターに送付するものとする。 

(4)　事務局の職員の立会い 

公文書の開示を実施するときは、条例第19条第２項に規定する公文

書の所在地以外の地における公文書の開示を行う場合を除き、原則と

して事務局の職員が立会うものとする。 

(5)　開示決定の通知書の提示 

公文書の開示を実施するときは、請求者に対して、開示決定の通知
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書の提示を求めるものとする。 

(6)　公文書の写しの交付申請書の提出 

公文書の写しの交付を行うときは、請求者に対して、別記第６号様

式の公文書の写しの交付申請書の提出を求めるものとする。 

(7)　費用の徴収 

公文書の写しの交付申請書の提出があったときは、①収入取扱員を

して公文書の写しの交付に要する費用を現金により収納させ、現金領

収証書を交付させるものとし、又は、②公文書の写しの交付に要する

費用をＱＲコード決済（キャッシュレス決済に係る歳入事務取扱要領

（令和４年３月18日出納局長決定。以下「取扱要領」という。）に基づ

く決済をいう。）により納付させるものとする。 

ＱＲコード決済により納付しようとするときの手続については、取

扱要領によるものとする。 

なお、ＱＲコード決済により納付した場合は、領収証書を交付でき

ないため、申請者にその旨確認すること。 

(8)　公文書の写しの交付申請書の保存 

公文書の写しの交付申請書は、公文書の写しの作成に要する費用を

徴収した行政情報センター等において保存するものとする。 

(9)　開示を受けない公文書の取り扱い 

開示公文書は、開示の場所として指定された行政情報センター等に

おいて開示が実施されるまでの間、一時保管するものとするが、請求

者が条例第14条に規定する開示等の決定に係る条例第15条の通知があ

った日から１年を経過してもなお、公文書の開示を受けないときは、

請求者に開示の実施を受ける意思がないものとみなし、開示が終了し

たものとして取り扱うものとする。 

16　公文書の写しの交付に要する費用等 

(1)　公文書の写しの交付に要する費用 

条例第20条に定める公文書の写しの交付に要する費用は、公文書の

写しの作成に要する費用及び公文書の写しの送付に要する費用とす

る。 

(2)　公文書の写しの作成に要する費用の額 

公文書の写しの作成に要する費用の額は、北海道公文書開示事務取

扱要綱（平成13年３月30日総務部長決定）に定めた額とする。 

(3)　公文書の写しの送付に要する費用の額 

公文書の写しの送付に要する費用の額は、郵送等に要する費用の額

とする。 

(4)　郵送等による公文書の写しの交付に要する費用の納付 

郵送等による公文書の写しの交付に要する費用は、現金（現金代用

証券にあっては、原則としてゆうちょ銀行の発行する為替証書（普通
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為替又は定額小為替））による納付とする。 

(5)　収入の歳入科目 

公文書の写しの交付に要する費用として徴収する収入の歳入科目

は、次のとおりとする。 

（款）諸収入、（項）雑入、（目）総務関係収入、（節）複写料収入 

 

第４　公文書検索資料の作成等 

１　公文書の検索資料 

条例第４条に規定する公文書の検索に必要な資料は、次に掲げるもの

とする。 

(1)　北部日本海連合海区漁業調整委員会規程（昭和29年12月25日公告）

第11条で準用する北海道文書管理規程（平成10年北海道訓令第７号。

以下「文書管理規程」という。）第32条の規定に基づく文書分類表（以

下「文書分類表」という。） 

(2)　文書管理規程第38条第１項第２号の規定に基づく文書目録の写し 

２　公文書検索資料の作成 

事務局は、文書管理規程第38条第１項第２号の規定に基づき文書目録

を作成したときは、その写しを１部作成するものとする。ただし、当該

文書目録の中に特定の個人が識別される情報が記録されているときは、

当該部分を削除するなどして写しを作成するものとする。 

３　文書目録等の縦覧 

文書分類表及び文書目録の写しは、行政情報センター等へ備え置いて、

一般の縦覧に供するものとする。 

 

第５　審査請求があった場合の取扱い 

事務局は、開示決定等について行服法第２条及び第３条の規定に基づく

審査請求があったときは、公文書開示審査請求事務処理要領（平成10年３

月31日総務部長決定）に準じて取扱うものとする。 
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別記第１号様式 

 

公 文 書 開 示 請 求 取 下 書 

 

                                             　           　　　　年　　月　　日 

 

　北部日本海連合海区漁業調整委員会会長　 様 

 

                　　開示請求者　住所（法人その他の団体にあっては、事業所又は事業所の所在地） 

 

                                氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

  　北海道情報公開条例第９条の規定により請求した次の公文書の開示請求を取り下げます。 

 

記 

 

　１　請求に係る公文書の名称又は内容 

 

 

　２　公文書開示請求年月日 

 

　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　　　                               　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４）
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別記第２号様式 

 

公文書の存否を明らかにしない決定処分報告書 

 

                                                     　   　　　　第　　　　　号 

                                                     　   　　　　年　　月　　日 

 

　北海道情報公開・個人情報保護審査会会長　 様 

 

                             　　　　　　北部日本海連合海区漁業調整委員会会長　印 

 

　　北海道情報公開条例第１６条第１項の規定により、次のとおり公文書の存否を明らかに 

　しない決定をしたので、北海道情報公開条例の施行に関する規則第６条の２の規定に基づ 

　き、報告します。 

記

  １ 請求に係る公文書の 

     名称又は内容

 

  ２ 存否を明らかにしな 　北海道情報公開条例第１２条に該当 　

 　　い理由

 

  ３ 存否を明らかにしな              　　　　年　　　月　　　日 

 　　い決定をした日                （ 　　　　　第　 　　号） 

 

 
 ４ 請 求 年 月 日

 
                     年　　　月　　　日

 

 

 

 
 ５ 開 示 請 求 者

住　所 

  氏　名

 連絡先

 

 
 ６ 事 務 局

 

 　　　　　電話　　　　　　　　（内線　　　　　　）

 ７ 備 考

 　　　　　　                               　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４）
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別記第３号様式 

 

事 案 の 移 送 に 係 る 協 議 書 

 

                                                  　      　　　　第　　　　　号 

                                                 　       　　　　年　　月　　日 

 

 　   　　　　　　　　　　　　  様 

 

                             　　　　　　北部日本海連合海区漁業調整委員会会長　印 

 

　　　　年　　月　　日付けで開示請求のあった公文書について、北海道情報公開条例第17 

　条の２第１項（同条第５項の規定により第１項を準用する場合を含む。）の規定に基づき、 

　次のとおり事案を移送したいので、協議します。 

 

記 

 

  

 １　請求に係る公文書

 　の名称又は内容

 

 

  

 ２　事案の移送をする

 　理由

 

 

 

   

 ３　移送する先の事務  

 　担当課等       　　　　　　　　部　　　　　　　課　　　　　　係

 

 

                                       　　 （北部日本海連合海区漁業調整委員会事務局） 

 

  注１　この様式は、標準様式です。 

　　２　用紙は、日本産業規格Ａ４。
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別記第４号様式 

  

事 案 の 移 送 に 係 る 通 知 書 

 

                                                  　      　　　　第　　　　　号 

                                                 　       　　　　年　　月　　日 

 

 　   　　　　　　　　　　　　  様 

 

                             　　　　　　北部日本海連合海区漁業調整委員会会長　印 

 

　　　　年　　月　　日付けで開示請求のあった公文書について、北海道情報公開条例第17 

　条の２第１項（同条第５項の規定により第１項を準用する場合を含む。）の規定に基づき、 

　次のとおり事案を移送することと決定したので、通知します。 

 

記 

 

  

 １　請求に係る公文書

 　の名称又は内容 

 

 

  

  

 ２　事案の移送をする

 　理由

 

 

 

   

 ３　移送する先の事務  

 　担当課等       　　　　　　　　部　　　　　　　課　　　　　　係

 

 

 

                                     　　（北部日本海連合海区漁業調整委員会事務局）

 　　　　　　                               　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４）



- 25 -

別記第５号様式 

 
公 文 書 開 示 処 理 票 

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日提出

  
事 務 局 名

  担 当 者 名   

    連絡先             （内線　　 ）  

  
請 求 者

   

                                   請求年月日：　　年　　月　　日  

  開 示 日 時 　　　　　　　年　　月　　日（　）　　　時　　分  

   原 本   　単色（枚）  　多色（枚） 電磁的記録  

   公　文　書　名　称   ・   枚 数  片 面  両 面  片 面  両 面 （　　 ）  

  写 し  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

　　合　　　　　 計

　注１　公文書の原本により開示する場合は、枚数欄は記入不要です。 
　　２　件数は、開示する公文書の件数（例えば決裁されている公文書であれば１決裁を１件として数えてください）を記入してください。 
　　３　文書等（文書、図面及び写真）に両面及び多色のものがある場合には、その枚数を記入するとともに文書等の写しの該当部分に付 
　　　箋を貼してください。 
　　４　Ａ３判以上の文書等は、Ａ３判に換算した枚数を記入してください。 
　　５　文書等の枚数の合計欄は、片面を１枚として計算した枚数（Ａ３判以上のものはＡ３判に換算した枚数）の合計を記入してください。 
　　６　文書等をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録（ＰＤＦ形式）の場合は、電磁的記録の欄の（ ）内に光ディスクと記入の上

　　　その枚数を記入し、文書等の写しの枚数を単色・片面の欄に（　）書きで記入してください。 
　　７　電磁的記録の欄は、（　）内にその種別を記入し、枚数欄には光ディスク・ＣＤ－Ｒの場合は枚数、録音カセットテープ・ビデオカ

　　　セットテープの場合は巻数を記入してください。

区　　　　　分　（該当する欄に○をする）

 閲覧用に作成された   ①写しの交付用として使用し、開示終了後は残部を返却すること。

 公文書の写しの取扱   ②写しの交付用として使用し、開示終了後は残部を返却しなくてよい。

 いについて   ③写しの交付用として使用し、開示終了後全部を返却すること。

 上記以外の留意事項

 確 認 年 月 日 　  　年 　月 　日  確 認 者

 開 示 年 月 日 　  　年 　月 　日  開 示 終 了 年 月 日  　　　年 　月 　日

 備 考

 　　　　　　                               　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４）



- 26 -

別記第６号様式 

 

公 文 書 の 写 し の 交 付 申 請 書 

 

                                                   　     　　　　年　　月　　日 

 

　北部日本海連合海区漁業調整委員会会長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　住所（法人その他の団体にあっては、事業所又は事業所の所在地） 

 

                                氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

　　　　　　年　　月　　日　　第　　　号で通知があった公文書の写しの交付について、 

　次のとおり申請します。 

 
  公 文 書 の 名 称

写 し の 枚 数
　単　価（円） 　金　額（円）

 　種　　 別 　枚　数（枚）

   単　　 色      １０

   多　　 色      ２０

  （　 　　）

   単　　 色      １０

   多　　 色      ２０

  （　 　　）

   単　　 色      １０

   多　　 色      ２０

  （　 　　）

 
      　     写しの作成に要する費用の合計額

 

 
        　   写しの送付に要する費用の額

 

 
          　 　合　　　　　　　　　　　計

 

　注１　文書等（文書、図面及び写真）の原本が両面の場合には、両面複写をすることができます。 

　　２　単色及び多色の枚数欄は、Ａ３判までの片面を１枚として計算した枚数を記入してください。 

　　３　文書等をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録（ＰＤＦ形式）の場合は、（　）内に光ディス

　　　クと記入し、単色、多色にかかわらず、文書等の写しの枚数を単色の欄に記入してください。 

　　４　電磁的記録の場合は、その種別を（　）内に記入し、枚数欄には光ディスクの場合は枚数、録音カ

　　　セットテープ・ビデオカセットテープの場合は巻数を記入してください。 

　　

 　　　　　　                               　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４） 




